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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第151期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第150期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
６月30日

自平成19年
４月１日
至平成20年
３月31日

売上高（百万円） 13,505 52,872

経常利益（百万円） 837 3,124

四半期（当期）純利益（百万円） 463 2,019

純資産額（百万円） 34,035 33,937

総資産額（百万円） 74,339 71,924

１株当たり純資産額（円） 386.66 385.53

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
5.27 22.95

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ －

自己資本比率（％） 45.8 47.2

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△662 4,253

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△1,441 △3,056

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
4,474 △1,390

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
5,015 2,642

従業員数（人） 859 840

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在し

　　　    ないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。

　

３【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 859  

（注）従業員数は就業人員で記載しております。

(2) 提出会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 694  

（注）従業員数は就業人員で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

  当第１四半期連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次の通りであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

化学品事業（百万円） 6,150

電材事業（百万円） 4,242

その他事業（百万円） 506

合計（百万円） 10,899

（注）１．金額は販売価格によっております。

　　　２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(2) 商品仕入実績

  当第１四半期連結会計期間の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次の通りであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

化学品事業（百万円） 1,558

電材事業（百万円） 0

その他事業（百万円） 344

合計（百万円） 1,903

（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(3) 受注状況

　当第１四半期連結会計期間の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次の通りであります。

事業の種類別セグメントの
名称

受注高（百万円） 受注残高（百万円）

化学品事業 － －

電材事業 － －

その他事業 645 989

合計（百万円） 645 989

（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。

EDINET提出書類

日本化学工業株式会社(E00784)

四半期報告書

 4/25



(4) 販売実績

　当第１四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次の通りであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

化学品事業

無機事業部門（百万円） 6,136

有機事業部門（百万円） 1,966

計（百万円） 8,103

電材事業（百万円） 4,425

その他事業（百万円） 976

合計（百万円） 13,505

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．当第１四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は

次の通りであります。

相手先

当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

金額（百万円） 割合（％）

小西安㈱ 3,207 23.8

　　　３．上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【経営上の重要な契約等】

    当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

　

　

　

３【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 業績の状況
　当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、サブプライムローン問題に端を発した世界的な信用不安・金
融システム不安の長期化、原油をはじめとする資源や食料品価格の高騰などを背景に、景気の先行きに不透明感が
増加しております。
　このような環境の下、企業価値増大を追求する中期経営計画（RISING PLAN　2010）の初年度の目標達成に向け、
経営資源の有効活用を図りながら、高収益体質企業を実現すべく、積極的な経営活動を展開し業績の向上に努めて
まいりました結果、売上高は135億5百万円、営業利益は8億5千3百万円、経常利益は8億3千7百万円、四半期純利益は4
億6千3百万円となりました。
　事業の種類別セグメントの業績は次の通りであります。

（化学品事業）

　無機事業部門のクロム製品は、鉄鋼・めっき業界向け出荷が国内輸出とも堅調に推移しております。燐製品は、Ｉ

Ｔ関連向け製品の出荷が好調に推移しております。シリカ製品は、製紙向け製品の出荷が順調に推移しております

が、洗剤向け等の製品は低調に推移しております。バリウム製品は、ＩＴ関連向け製品が堅調に推移しております。

この結果、無機事業部門の売上高は61億3千6百万円となりました。

　有機事業部門の製品の出荷は、ホスフィン誘導体及び医薬中間体が好調に推移し、売上高は19億6千6百万円となり

ました。

　無機事業部門と有機事業部門の合計である化学品事業の売上高は、81億3百万円となりました。

（電材事業）

　電子材料製品は、リチウムイオン電池用正極材が大手ユーザー向けの出荷量が減少したため、売上が低迷しており

ます。セラミック材料製品は、チップ部品の市場での伸び悩みと材料への値下げ圧力を受けたため、低調に推移して

おります。回路材料製品は、フラットパネルの需要に支えられ、順調に売上を拡大しております。

　この結果、電材事業部門の売上高は44億2千5百万円となりました。

（その他事業）

　当初予想の通りに順調に推移しましたが、空調機器関連事業の設計・施工業務の受注が低調に推移したため、売上

高は9億7千6百万円となりました。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、6億6千2百万円の支出となりました。主とし

て、税金等調整前四半期純利益7億3千5百万円、減価償却費12億3千9百万円、たな卸資産の減少額5億8千8百万円、仕

入債務の減少額20億4千5百万円、法人税等の支払額9億9千7百万円を加減したことによるものであります。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、主に設備投資により14億4千1百万円の支出となりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払や長期借入の返済がありましたが、設備資金等の調達によ

り、44億7千4百万円の収入となりました。

　これらの結果、現金及び現金同等物の当第１四半期連結会計期間末残高は、前連結会計年度末に比べ23億7千3百万

円増加し、50億1千5百万円となりました。

　なお、営業活動によるキャッシュ・フローから投資活動によるキャッシュ・フローと配当金を減算したフリー

キャッシュ・フローは、24億1千1百万円の支出となりました。
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(3) 財政状態の分析

　当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ24億1千4百万円増加し、純資産は9千8百万円増

加しております。その結果、自己資本比率は47.2％から45.8％となっております。

　増減の主なものは次のとおりであります。

　流動資産では、現金及び預金が23億7千3百万円増加し、繰延税金資産が1億7千2百万円減少しております。

　固定資産では、投資有価証券が1億9千万円増加しております。

　流動負債では、短期借入金が26億9千6百万円増加しております。

　固定負債では、長期借入金が20億8千5百万円増加しております。

　純資産の部では、その他有価証券評価差額金が6千9百万円増加しております。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(5) 研究開発活動

　当第１四半期連結会計期間における研究開発費は5億2千5百万円となりました。なお、研究開発活動の状況に重要

な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1) 主要な設備の状況

　  当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

　  当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な

  変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成20年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年８月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 89,227,755 89,227,755
東京証券取引所（市場第

一部）
－

計 89,227,755 89,227,755 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成20年８月１日以降提出日までの新株予約権の行使により発行されたものは含ま

れておりません。

(2)【新株予約権等の状況】

旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①平成16年６月29日定時株主総会決議

 
第１四半期会計期間末現在
（平成20年６月30日）

新株予約権の数（個） 125

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 125,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 403

新株予約権の行使期間
自　平成18年７月１日

至　平成21年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　403

資本組入額　202

新株予約権の行使の条件
各新株予約権の一部行使はできないものとする。その他

の条件は、当社取締役会において決定するものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには当社取締役会の承認を要す

る。

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

②平成17年６月29日定時株主総会決議

 
第１四半期会計期間末現在 
（平成20年６月30日） 

 新株予約権の数（個） 215

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

 新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式

 新株予約権の目的となる株式の数（株） 215,000

 新株予約権の行使時の払込金額（円） 367
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第１四半期会計期間末現在 
（平成20年６月30日） 

 新株予約権の行使期間
 自　平成19年７月１日

 至　平成22年６月30日

 新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　367

資本組入額　184

 新株予約権の行使の条件
各新株予約権の一部行使はできないものとする。その他

の条件は、当社取締役会において決定するものとする。

 新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには当社取締役会の承認を要す

る。

 代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

(3)【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成20年４月１日～

平成20年６月30日　
－ 89,227,755 － 5,757 － 2,267

　

(5)【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。

　

　

　

　

EDINET提出書類

日本化学工業株式会社(E00784)

四半期報告書

10/25



(6)【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成20年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

 平成20年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　 1,232,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  87,718,000 87,718 －

単元未満株式 普通株式　　 277,755 －
１単元（1,000株）未満の

株式

発行済株式総数 89,227,755 － －

総株主の議決権 － 87,718 －

（注）１.「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社保有の自己株式であります。

　　　２.「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式２千株（議決権の数２個）及び名義人以外か

ら株券喪失登録のある株式１千株（議決権の数１個）が含まれております。

②【自己株式等】

　 平成20年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

日本化学工業株式会社
東京都江東区亀戸

九丁目11－１
1,232,000 － 1,232,000 1.38

計 － 1,232,000 － 1,232,000 1.38

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月

５月 ６月

最高（円） 270 365 397

最低（円） 236 264 342

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものです。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、四半期連結財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」

（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項第５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則

を適用しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年６月30日まで）の四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けており

ます。

　なお、新日本有限責任監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって新日本監査法人から名

称変更しております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表

（平成20年３月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,041 2,668

受取手形及び売掛金 14,124 14,116

有価証券 99 99

商品及び製品 5,205 5,375

仕掛品 2,468 2,779

原材料及び貯蔵品 2,728 2,835

繰延税金資産 163 335

その他 1,726 604

貸倒引当金 △23 △24

流動資産合計 31,532 28,790

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 29,286 29,328

減価償却累計額 △15,225 △15,049

建物及び構築物（純額） 14,061 14,278

機械装置及び運搬具 52,178 52,159

減価償却累計額 △40,674 △39,911

機械装置及び運搬具（純額） 11,503 12,247

土地 7,979 7,979

建設仮勘定 1,702 1,198

その他 5,489 5,418

減価償却累計額 △4,253 △4,144

その他（純額） 1,236 1,273

有形固定資産合計 36,483 36,978

無形固定資産 614 670

投資その他の資産

投資有価証券 4,212 4,022

長期貸付金 280 251

繰延税金資産 39 38

その他 1,223 1,221

貸倒引当金 △49 △49

投資その他の資産合計 5,707 5,484

固定資産合計 42,806 43,133

資産合計 74,339 71,924
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表

（平成20年３月31日）

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 6,510 7,438

短期借入金 12,102 9,406

未払法人税等 180 1,021

未払消費税等 185 130

賞与引当金 157 439

設備関係未払金 1,697 2,402

その他 3,998 3,731

流動負債合計 24,832 24,569

固定負債

長期借入金 9,564 7,478

退職給付引当金 709 757

負ののれん 81 87

繰延税金負債 3,718 3,690

その他 1,396 1,402

固定負債合計 15,470 13,417

負債合計 40,303 37,987

純資産の部

株主資本

資本金 5,757 5,757

資本剰余金 2,269 2,269

利益剰余金 25,299 25,275

自己株式 △346 △346

株主資本合計 32,979 32,956

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,047 977

為替換算調整勘定 △2 △8

評価・換算差額等合計 1,044 968

少数株主持分 12 12

純資産合計 34,035 33,937

負債純資産合計 74,339 71,924
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　(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

売上高 13,505

売上原価 10,939

売上総利益 2,566

販売費及び一般管理費 ※1
 1,712

営業利益 853

営業外収益

受取利息及び配当金 40

持分法による投資利益 12

その他 50

営業外収益合計 102

営業外費用

支払利息 91

その他 27

営業外費用合計 118

経常利益 837

特別損失

固定資産除却損 20

たな卸資産評価損 80

特別損失合計 101

税金等調整前四半期純利益 735

法人税、住民税及び事業税 174

法人税等調整額 97

法人税等合計 272

少数株主利益 0

四半期純利益 463
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 735

減価償却費 1,239

負ののれん償却額 △5

退職給付引当金の増減額（△は減少） △47

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0

賞与引当金の増減額（△は減少） △281

受取利息及び受取配当金 △40

支払利息 91

為替差損益（△は益） △3

持分法による投資損益（△は益） △12

固定資産除却損 20

売上債権の増減額（△は増加） 11

たな卸資産の増減額（△は増加） 588

仕入債務の増減額（△は減少） △2,045

未払消費税等の増減額（△は減少） 55

その他 81

小計 387

利息及び配当金の受取額 40

利息の支払額 △93

法人税等の支払額 △997

営業活動によるキャッシュ・フロー △662

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,385

有形固定資産の売却による収入 0

無形固定資産の取得による支出 △4

投資有価証券の取得による支出 △0

投資有価証券の売却による収入 0

貸付けによる支出 △31

貸付金の回収による収入 1

その他 △21

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,441

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,271

長期借入れによる収入 4,000

長期借入金の返済による支出 △489

自己株式の取得による支出 △0

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △0

配当金の支払額 △306

少数株主への配当金の支払額 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー 4,474

現金及び現金同等物に係る換算差額 3

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,373

現金及び現金同等物の期首残高 2,642

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 5,015
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１．会計処理基準に関する事
項の変更

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法の変更
　 たな卸資産

　　通常の販売目的で保有するたな卸資産について

は、従来、主として総平均法による原価法によって

おりましたが、当第１四半期連結会計期間より

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計

基準第９号　平成18年７月５日）が適用されたこ

とに伴い、主として総平均法による原価法（貸借

対照表価額については収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法）により算定しております。この変

更により、従来の方法によった場合と比較して、営

業利益は71百万円、経常利益は53百万円、税金等調

整前四半期純利益は130百万円減少しております。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に

記載しております。

　 (2) リース取引に関する会計基準の適用

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっておりましたが、「リース取引に関する会

計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17

日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30

日改正））及び「リース取引に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成

６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委

員会）、平成19年３月30日改正））が平成20年４

月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連

結財務諸表より適用することができることになっ

たことに伴い、当第１四半期連結会計期間よりこ

れらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係

る会計処理によっております。また、所有権移転外

ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減

価償却の方法については、リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とする定額法を採用しており

ます。

　　なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引

き続き採用しております。

　　これによる損益に与える影響は軽微であります。
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【簡便な会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１．固定資産の減価償却費の

算定方法

予算に基づく償却予定額を、期間按分して算定

しております。

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　　　当第１四半期連結会計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　　　該当事項はありません。

　

　　【追加情報】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

（有形固定資産の耐用年数の変更）

　当社及び国内連結子会社は、平成20年度の法人税法改

正を契機に有形固定資産の耐用年数を見直し、当第１

四半期連結会計期間より、機械装置の耐用年数を変更

しております。

この変更により、従来の方法によった場合と比較し

て、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益

はそれぞれ70百万円減少しております。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記

載しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

　１.偶発債務

(1) 連結会社以外の金融機関からの借入に対する債務保

 　 証は次の通りであります。

日化（成都）電材有限公司 113百万円
計 113百万円

(2) その他の偶発債務

化学品事業における無機事業部門の生産体制を３工場

体制（西淀川、愛知、徳山）から２工場体制（愛知、徳山）

へ集約する過程において、西淀川工場用地について土壌処

理費用が発生する可能性がありますが、当該土壌処理費用

を現時点で見積もることは困難であるため引当金等の計

上は行っておりません。今後、合理的に見積り可能となっ

た時点で費用計上します。

　１.偶発債務

(1) 連結会社以外の金融機関からの借入に対する債務保

 　 証は次の通りであります。

日化（成都）電材有限公司 109百万円
計 109百万円

(2) その他の偶発債務

化学品事業における無機事業部門の生産体制を３工場

体制（西淀川、愛知、徳山）から２工場体制（愛知、徳山）

へ集約する過程において、西淀川工場用地について土壌処

理費用が発生する可能性がありますが、当該土壌処理費用

を現時点で見積もることは困難であるため引当金等の計

上は行っておりません。今後、合理的に見積り可能となっ

た時点で費用計上します。

（四半期連結損益計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

※１.販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

　 次の通りであります。

製品運送費 362百万円

給料 200 

賞与引当金繰入額 56 

退職給付費用 43 

福利費 73 

研究開発費 525 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

※１.現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

　 借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年６月30日現在）

現金及び預金勘定 5,041 百万円

　

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △25 　

現金及び現金同等物
5,015

百万円
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　

平成20年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式  89,227千株

　

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式  1,234千株

　

３．配当に関する事項

　配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額

（百万円）

 １株当たり

 配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資 

平成20年６月26日
定時株主総会

普通株式 439 5  平成20年３月31日  平成20年６月27日
利益剰余

金

　

（リース取引関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じて会計処理を行っておりますが、リース取引残高は、前連結会計年度末に比して著しい変動がありませ

ん。

　

（有価証券関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成20年６月30日）

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日に比して著しい変動がありませ

ん。　

　

（デリバティブ取引関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成20年６月30日）

デリバティブ取引の契約額その他の金額は、前連結会計年度の末日に比して著しい変動がありません。　

　

（ストック・オプション等関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

該当事項はありません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

 当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

 
化学品事業
（百万円）

電材事業
（百万円）

その他事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1) 外部顧客に対する売上高 8,103 4,425 976 13,505 － 13,505

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
18 － 68 87 (87) －

計 8,121 4,425 1,045 13,593 (87) 13,505

営業利益 294 487 64 846 6 853

（注）１．事業区分の方法

事業区分は製品の種類・性質の類似性を考慮し、化学品事業、電材事業、その他事業に区分しております。

　　２．各区分に属する主要な製品

事業区分 主要製品

化学品事業

無機事業部門 クロム製品、燐製品、シリカ製品、バリウム製品、リチウム製品

有機事業部門
ホスフィンガス及びその誘導体、医薬中間体、農薬原体、次亜燐酸ソーダ、

赤燐

電材事業 電池用正極材料、電子セラミック材料、回路材料

その他事業
不動産賃貸・管理、書籍等の販売、環境測定、ケミカルフィルタ、

空調設備機器設計施工販売

　　３．会計方針の変更

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」１．(1)に記載の通り、通常の販売目的

で保有するたな卸資産については、従来、主として総平均法による原価法によっておりましたが、当第１四半期

連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）が適用さ

れたことに伴い、主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法）により算定しております。この変更により、従来の方法によった場合と比較して、化学品事業の営業

利益が47百万円減少、電材事業の営業利益が24百万円減少しております。

　　　４．追加情報

　「追加情報」に記載の通り、平成20年度の法人税法の改正を契機に有形固定資産の耐用年数を見直し、当第１

四半期連結会計期間より、機械装置の耐用年数を変更しております。この変更により、従来の方法によった場合

と比較して、化学品事業の営業利益が11百万円減少、電材事業の営業利益が59百万円減少しております。

【所在地別セグメント情報】

　 当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社がないため、該当事項はありません。
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【海外売上高】

   当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

 アジア 欧米他 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 1,820 260 2,080

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － 13,505

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割

合（％）
13.5 1.9 15.4

　 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

　　     ２．各区分に属する国又は地域の内訳は次の通りであります。

　(1)　アジア・・・東アジア及び東南アジア諸国、中東諸国及びオセアニア

　(2)　欧米他・・・アメリカ、ヨーロッパ諸国ほか

　　     ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 386.66円 １株当たり純資産額 385.53円

２．１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 5.27円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

（注）１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下の通りであります。

　
当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額  

四半期純利益（百万円） 463

普通株主に帰属しない金額（百万円） －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 463

期中平均株式数（千株） 87,994

　

（重要な後発事象）

当第１四半期連結会計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

該当事項はありません。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年８月14日

日本化学工業株式会社

取締役会　御中

 新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 太田　建司　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小野　淳史　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本化学工業株式会

社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成

20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本化学工業株式会社及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期　　　

　

　報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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